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	＝９日の町長、８日の副町長との「重点交渉事項」について回答の要旨を報告します＝

	要求項目
	2010年度に土木、建築技師を採用すること。2011年度の職員採用者数を示すこと。

	回答書
	※支会別討論会の資料で報告済み

	交渉課題
	業務の実態から技師の採用は急務であり、09確定闘争期の交渉で採用後すぐに戦力となる者の採用との考えが示されたことから年度途中でも採用を求める。また、業務繁忙の実態から最低でも主査職の人数が維持できる採用が必要である。

町村会の試験を必要としない資格者の採用に関しては、「即戦力となる者」との考えも示されており、年度当初から対応が必要であり、今春闘期交渉で確認をすべき。

	町長・副町長

交渉結果
	Ｈ23年度に土木技師を１名採用する。町村会試験合格者の採用は、２～３人というイメージである。Ｈ24年３月に11名が退職することを踏まえ採用を考える。今後、建築技師も採用するが、その時期は現在の技師の年齢を見ながら考える。

採用については引き続き交渉を継続し、労使合意は、最終、５～６月の人員確保闘争までとすることとしました。


	　　　　



	

	3月4日に自治労が行った総務省公務員部長との交渉結果（要旨）を報告します。



	【総務省回答】「わたり」について、昨年末に調査結果を公表した。「わたり」は、職務の内容と責任に応じて給与を決定することとする「職務給の原則」の観点から問題がある。地方公務員の給与は、住民の理解と納得を得ることが重要。このため、「わたり」の実態をオープンにして適正化していただくことが大事である。（次号につづく）

	□■□個人相談会を開催します！□■□

◇日　時：３月１８日（木）９：００～１２：００　職員研修室

皆さんが加入している民間や他の共済保険の内容について保険のプロが相談にのります


(２) 「わたり」再調査について、総務省が自治体の運用について事細かに指摘することは、地方分権の理念に反する。国と自治体では、組織編成や給料表の構造が異なっており、自治体の主体的な判断に任せること。








